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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　揮散剤が収容されるカートリッジ体と、
　前記カートリッジ体が着脱可能に収納されたケース体と、を備える揮散容器であって、
　前記ケース体は、互いに対向する第１主壁部および第２主壁部と、これらの両主壁部を
接続する周壁部と、を備え、
　前記周壁部には、このケース体の外部に向けて開口し前記カートリッジ体が挿入される
挿入口が形成され、
　前記第１主壁部の内面には、
　前記両主壁部が対向する対向方向と、前記カートリッジ体が前記挿入口から挿入される
挿入方向と、の両方向に直交する直交方向に間隔をあけて配置された一対の支持突部と、
　前記直交方向に沿って前記一対の支持突部の間に配置された案内突部と、が設けられ、
　前記案内突部のうち、少なくとも、前記挿入方向の前側に位置する前端部は、前記第２
主壁部の内面に設けられた被嵌合部よりも前記挿入方向の前側に位置するとともに、前記
一対の支持突部は、前記被嵌合部よりも前記挿入方向の後側に位置し、
　前記案内突部の前記第１主壁部からの突出量は、前記挿入方向の後側から前側に向かう
に従い漸次大きくなり、
　前記カートリッジ体は、前記案内突部の前端部および前記支持突部により、前記直交方
向に沿った第１主壁部側から支持されて、これらの案内突部の前端部および支持突部と、
前記第２主壁部と、に前記対向方向に挟み込まれ、
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　前記カートリッジ体には、前記被嵌合部に着脱可能に嵌合された嵌合部が設けられてい
ることを特徴とする揮散容器。
【請求項２】
　請求項１記載の揮散容器であって、
　前記支持突部の前記第１主壁部からの突出量は、前記挿入方向の後側から前側に向かう
に従い漸次大きくなり、
　この揮散容器を前記直交方向から見た側面視において、前記支持突部の突端縁が前記第
１主壁部に対してなす傾斜角度は、前記案内突部の突端縁が前記第１主壁部に対してなす
傾斜角度よりも大きいことを特徴とする揮散容器。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の揮散容器であって、
　前記カートリッジ体のうち、前記支持突部に対して前記挿入方向の前側に位置する部分
には、前記挿入方向の前側および前記第１主壁部側に向けて開口する切り欠き部が形成さ
れていることを特徴とする揮散容器。
【請求項４】
　請求項３記載の揮散容器であって、
　前記ケース体内には、前記挿入方向に反転させられた前記カートリッジ体が前記挿入口
から挿入されることを規制する規制部が設けられていることを特徴とする揮散容器。
【請求項５】
　請求項１から４のいずれか１項に記載の揮散容器であって、
　前記被嵌合部は、前記第２主壁部に前記対向方向に貫設された貫通孔とされ、
　前記嵌合部は、前記カートリッジ体に突設され前記被嵌合部内に嵌合する突部とされて
いることを特徴とする揮散容器。
【請求項６】
　請求項１から５のいずれか１項に記載の揮散容器であって、
　前記ケース体内には、このケース体内を前記挿入方向に移動する前記カートリッジ体の
前記直交方向への移動を規制するガイド部が設けられていることを特徴とする揮散容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、揮散容器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、例えば下記特許文献１に示されるような揮散容器が知られている。この揮散
容器は、揮散剤が収容されるカートリッジ体と、カートリッジ体が着脱可能に収納される
ケース体と、を備えている。ケース体は、カートリッジ体が載置される底板と、底板から
立ち上がり、上部開放端を残してカートリッジ体を囲繞する周壁と、を備えている。周壁
には、上部開放端から底板に向けて延在する複数の切り欠きが形成されている。これらの
切り欠きは、周壁に、カートリッジ体を挟んで互いに対向して配置される一対の舌状片を
形成している。一対の舌状片のうち、一方の舌状片の上端部には、他方の舌状片に向けて
突出し、カートリッジ体の抜け出しを防止する突片が設けられている。この揮散容器では
、一対の舌状体を指で互いに離隔させた状態で、カートリッジ体をケース体内に収納する
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－２３４７４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
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　しかしながら、前記従来の揮散容器では、カートリッジ体をケース体に装着させるとき
の操作性を向上させることについて改善の余地がある。
【０００５】
　本発明は、前述した事情に鑑みてなされたものであって、操作性を向上させることがで
きる揮散容器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記課題を解決するために、本発明は以下の手段を提案している。
　本発明に係る揮散容器は、揮散剤が収容されるカートリッジ体と、前記カートリッジ体
が着脱可能に収納されたケース体と、を備える揮散容器であって、前記ケース体は、互い
に対向する第１主壁部および第２主壁部と、これらの両主壁部を接続する周壁部と、を備
え、前記周壁部には、このケース体の外部に向けて開口し前記カートリッジ体が挿入され
る挿入口が形成され、前記第１主壁部の内面には、前記両主壁部が対向する対向方向と、
前記カートリッジ体が前記挿入口から挿入される挿入方向と、の両方向に直交する直交方
向に間隔をあけて配置された一対の支持突部と、前記直交方向に沿って前記一対の支持突
部の間に配置された案内突部と、が設けられ、前記案内突部のうち、少なくとも、前記挿
入方向の前側に位置する前端部は、前記第２主壁部の内面に設けられた被嵌合部よりも前
記挿入方向の前側に位置するとともに、前記一対の支持突部は、前記被嵌合部よりも前記
挿入方向の後側に位置し、前記案内突部の前記第１主壁部からの突出量は、前記挿入方向
の後側から前側に向かうに従い漸次大きくなり、前記カートリッジ体は、前記案内突部の
前端部および前記支持突部により、前記直交方向に沿った第１主壁部側から支持されて、
これらの案内突部の前端部および支持突部と、前記第２主壁部と、に前記対向方向に挟み
込まれ、前記カートリッジ体には、前記被嵌合部に着脱可能に嵌合された嵌合部が設けら
れていることを特徴とする。
【０００７】
　この発明では、カートリッジ体をケース体内に収納するときには、カートリッジ体を挿
入口からケース体内に挿入する。このときカートリッジ体のうち、嵌合部よりも挿入方向
の前側に位置する前部に、案内突部上を挿入方向に摺動させることで、カートリッジ体を
挿入方向に前進させながら、カートリッジ体の前部を対向方向に沿った第２主壁部側に移
動させる。そして、カートリッジ体の前部が案内突部の前端部に到達するときに、カート
リッジ体のうち、嵌合部よりも挿入方向の後側に位置する後部を前記第２主壁部側に移動
させる。このときカートリッジ体の嵌合部を、支持突部に対向方向に沿った第１主壁部側
から被嵌合部に嵌合させるとともに、カートリッジ体の後部を前記第１主壁部側から支持
させ、カートリッジ体をケース体内に収納する。
　ケース体内に収納されたカートリッジ体は、案内突部および支持突部により前記第１主
壁部側から支持されていて、カートリッジ体のうち、嵌合部を挿入方向に挟む前部および
後部の両方が支持されている。したがって、例えばカートリッジ体の前部や後部が対向方
向にがたつくこと等が抑えられて、嵌合部の被嵌合部への嵌合が維持され易くなり、カー
トリッジ体がケース体から不用意に抜け出ることが抑制される。
　以上のように、この揮散容器によれば、カートリッジ体を挿入口からケース体内に挿入
し、カートリッジ体の前部に案内突部上を挿入方向に摺動させることで、カートリッジ体
をケース体内に収納することができるので、カートリッジ体をケース体に容易に装着させ
ることが可能になり、操作性を向上させることができる。
【０００８】
　また、前記支持突部の前記第１主壁部からの突出量は、前記挿入方向の後側から前側に
向かうに従い漸次大きくなり、この揮散容器を前記直交方向から見た側面視において、前
記支持突部の突端縁が前記第１主壁部に対してなす傾斜角度は、前記案内突部の突端縁が
前記第１主壁部に対してなす傾斜角度よりも大きくてもよい。
【０００９】
　この場合、カートリッジ体の前部が案内突部の前端部に到達するときに、カートリッジ
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体の前部に、案内突部上を挿入方向に摺動させながら、カートリッジ体の後部に、支持突
部上を挿入方向に摺動させ、カートリッジ体の前部および後部をそれぞれ、案内突部また
は支持突部により前記第２主壁部側に向けて移動させる。ここで前記側面視において、支
持突部の突端縁が第１主壁部に対してなす傾斜角度が、案内突部の突端縁が第１主壁部に
対してなす傾斜角度よりも大きいので、カートリッジ体の後部の前記第２主壁部側への移
動量が、前部の前記第２主壁部側への移動量よりも大きくなる。したがってこのとき、カ
ートリッジ体が前進するとともに、カートリッジ体の後部が、前部を中心として前記第２
主壁部側に回動させられ、単にカートリッジ体を前進させることで、カートリッジ体の後
部を前記第２主壁部側に移動させることができる。
　このように、カートリッジ体の前部が案内突部の前端部に到達するときに、単にカート
リッジ体を前進させることで、カートリッジ体の後部を前記第２主壁部側に移動させるこ
とができるので、カートリッジ体をケース体に一層容易に装着させることができる。
【００１０】
　また、前記カートリッジ体のうち、前記支持突部に対して前記挿入方向の前側に位置す
る部分には、前記挿入方向の前側および前記第１主壁部側に向けて開口する切り欠き部が
形成されていてもよい。
【００１１】
　この場合、カートリッジ体のうち、支持突部に対して挿入方向の前側に位置する部分に
前記切り欠き部が形成されているので、カートリッジ体の前部に案内突部上を摺動させる
ときに、支持突部を切り欠き部内に位置させ、支持突部とカートリッジ体とが当接するの
を防ぐことができる。これにより、カートリッジ体の前部に案内突部上を円滑に摺動させ
ることが可能になり、操作性を一層向上させることができる。
【００１２】
　また、前記ケース体内には、前記挿入方向に反転させられた前記カートリッジ体が前記
挿入口から挿入されることを規制する規制部が設けられていてもよい。
【００１３】
　この場合、ケース体内に前記規制部が設けられているので、挿入方向に反転させられた
カートリッジ体を挿入口から挿入するという誤操作を防止することが可能になり、使い勝
手を向上させることができる。
【００１４】
　また、前記被嵌合部は、前記第２主壁部に前記対向方向に貫設された貫通孔とされ、前
記嵌合部は、前記カートリッジ体に突設され前記被嵌合部内に嵌合する突部とされていて
もよい。
【００１５】
　この場合、被嵌合部が貫通孔とされ、嵌合部が突部とされているので、カートリッジ体
をケース体から取り外すときに、ケース体の外部から嵌合部を前記第１主壁部側に押し込
むことができる。これにより、被嵌合部に対する嵌合部の嵌合を容易に解除することが可
能になり、カートリッジ体をケース体から円滑に取り外すことができる。
【００１６】
　また、前記ケース体内には、このケース体内を前記挿入方向に移動する前記カートリッ
ジ体の前記直交方向への移動を規制するガイド部が設けられていてもよい。
【００１７】
　この場合、ケース体内に前記ガイド部が設けられているので、カートリッジ体にケース
体内を挿入方向に移動させるときに、このカートリッジ体が直交方向にがたつくのを抑制
することが可能になり、操作性を一層向上させることができる。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明に係る揮散容器によれば、操作性を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
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【図１】本発明の一実施形態に係る揮散容器の正面図である。
【図２】図１に示す揮散容器の背面図である。
【図３】図１に示す揮散容器の側面図である。
【図４】図１に示す揮散容器であって、一方のケース形成体を取り外した状態の正面図で
ある。
【図５】図１に示す揮散容器の部分断面図である。
【図６】図１に示す揮散容器の部分断面図である。
【図７】図１に示す揮散容器の作用を説明するための部分断面図である。
【図８】図１に示す揮散容器の作用を説明するための図であって、一方のケース形成体を
取り外した状態の正面図である。
【図９】本発明の一変形例に係る揮散容器であって、一方のケース形成体を取り外した状
態の正面図である。
【図１０】図１に示す揮散容器の側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、図１から図８を参照し、本発明の一実施形態に係る揮散容器１０を説明する。こ
の揮散容器１０は、例えば芳香剤、消臭剤、殺虫剤、忌避剤、除菌剤などの揮発性を有す
る揮散剤を揮散させる。
【００２１】
　図１から図３に示すように、揮散容器１０は、揮散剤が収容されるカートリッジ体１１
と、カートリッジ体１１が着脱可能に収納されたケース体１２と、を備えている。
　ケース体１２は、互いに対向する第１主壁部２１および第２主壁部２２と、これらの両
主壁部２１、２２を接続する周壁部２３と、を備えている。両主壁部２１、２２は、矩形
の板状に形成されている。周壁部２３は、両主壁部２１、２２同士のうち、外周縁部同士
を、全周にわたって接続している。前記ケース体１２は、中空の偏平直方体状に形成され
ている。
【００２２】
　周壁部２３には、挿入口２４が形成されている。挿入口２４は、ケース体１２の外部に
向けて開口している。挿入口２４には、このケース体１２の内部に収納されるカートリッ
ジ体１１が外部から挿入される。カートリッジ体１１は、挿入口２４から、この挿入口２
４が開口する開口方向に沿ってケース体１２の内部に挿入される。
【００２３】
　第２主壁部２２の内面には、被嵌合部２５が設けられている。被嵌合部２５は、第２主
壁部２２に、両主壁部２１、２２が対向する対向方向Ｚに貫設された貫通孔とされている
。被嵌合部２５は、この揮散容器１０を前記対向方向Ｚから見た平面視において、前記対
向方向Ｚと、カートリッジ体１１が挿入口２４から挿入される前記挿入方向Ｘと、の両方
向に直交する前記直交方向Ｙに長い矩形状に形成されている。
【００２４】
　図４から図６に示すように、第１主壁部２１の内面には、一対の支持突部２６と、案内
突部２７と、規制部２８と、が設けられている。一対の支持突部２６は、前記直交方向Ｙ
に間隔をあけて配置されている。一対の支持突部２６はそれぞれ、前記挿入方向Ｘに沿っ
て前記被嵌合部２５の外側に位置している。これらの両支持突部２６は、被嵌合部２５よ
りも前記挿入方向Ｘの後側に位置している。
【００２５】
　案内突部２７は、前記直交方向Ｙに沿って一対の支持突部２６の間に配置されている。
案内突部２７は、前記直交方向Ｙに間隔をあけて一対設けられている。一対の案内突部２
７はそれぞれ、前記挿入方向Ｘに沿って前記被嵌合部２５の外側に位置している。案内突
部２７のうち、前記挿入方向Ｘの前側に位置する前端部は、被嵌合部２５よりも前記挿入
方向Ｘの前側に位置し、前記挿入方向Ｘの後側に位置する後端部は、被嵌合部２５よりも
前記挿入方向Ｘの後側に位置している。案内突部２７の後端部は、支持突部２６の後端部
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よりも前記挿入方向Ｘの前側に位置している。
【００２６】
　これらの支持突部２６および案内突部２７はそれぞれ、前記挿入方向Ｘに延在し前記直
交方向Ｙを向く板状に形成されている。図５に示すように、案内突部２７の第１主壁部２
１からの突出量は、前記挿入方向Ｘの後側から前側に向かうに従い漸次大きくなっている
。支持突部２６の第１主壁部２１からの突出量も、前記挿入方向Ｘの後側から前側に向か
うに従い漸次大きくなっている。案内突部２７の前端部の突出量と、支持突部２６の前端
部の突出量と、は互いに同等とされ、案内突部２７の前端部の突端縁と、支持突部２６の
前端部の突端縁と、は前記対向方向Ｚに互いに同等の位置に配置されている。
【００２７】
　この揮散容器１０を前記直交方向Ｙから見た側面視において、支持突部２６の突端縁が
第１主壁部２１に対してなす傾斜角度は、案内突部２７の突端縁が第１主壁部２１に対し
てなす傾斜角度よりも大きい。なお支持突部２６は、前記側面視において、三角形状に形
成されていて、支持突部２６の後端部と第１主壁部２１の内面とは、段差部ではなく屈曲
部を介して連結されている。
【００２８】
　規制部２８は、第１主壁部２１の内面に立設されている。規制部２８は、前記直交方向
Ｙに間隔をあけて一対配設されている。規制部２８は、前記対向方向Ｚに延在し前記直交
方向Ｙを向く板状に形成されている。規制部２８は、前記支持突部２６と前記直交方向Ｙ
の位置が同等とされている。規制部２８の第１主壁部２１からの突出量は、支持突部２６
の前端部の第１主壁部２１からの突出量よりも大きくなっている。
【００２９】
　ここで図２から図４に示すように、第１主壁部２１には、指入れ凹部２９と、通気口３
０と、が設けられている。指入れ凹部２９は、第１主壁部２１の外周縁部うち、前記挿入
方向Ｘの後側に位置する部分に形成されている。指入れ凹部２９は、第１主壁部２１を前
記対向方向Ｚに貫通し、挿入口２４に連通している。通気口３０は、指入れ凹部２９、並
びに前述の一対の支持突部２６、案内突部２７および規制部２８を回避する位置に形成さ
れている。なお、図２および後述する図８、図９においては、図面の見易さのため、通気
口３０の図示を省略している。
【００３０】
　また前記ケース体１２は、一対のケース形成体１２Ａが前記対向方向Ｚに組み合わされ
てなる。ケース体１２は、周壁部２３における前記対向方向Ｚの中央部に形成された区画
ラインにより、前記一対のケース形成体１２Ａに区画されている。これらのケース形成体
１２Ａは、前記対向方向Ｚに実質的に離脱不能に組み合わされている。
【００３１】
　図４から図６に示すように、カートリッジ体１１は、案内突部２７の前端部および支持
突部２６により、前記直交方向Ｙに沿った第１主壁部２１側から支持されている。カート
リッジ体１１は、これらの案内突部２７の前端部および支持突部２６と、第２主壁部２２
と、に前記対向方向Ｚに挟み込まれている。カートリッジ体１１は、本体部３１と、一対
の突出フランジ部３２と、一対の連結フランジ部３３と、を備えている。
【００３２】
　本体部３１には揮散剤が収容されている。本体部３１は、前記通気口３０に前記対向方
向Ｚに対向していて、揮散剤は、ケース体１２の外部から前記通気口３０を通してケース
体１２内に導入された空気により揮散させられる。
　本体部３１は、案内突部２７の前端部により、前記第１主壁部２１側から支持されてい
る。本体部３１は、前記平面視において、前記直交方向Ｙに長い矩形状をなしていて、こ
の本体部３１のうち、前記直交方向Ｙの両端部が、一対の案内突部２７により各別に支持
されている。本体部３１は、案内突部２７の前端部と第２主壁部２２とに前記対向方向Ｚ
に挟み込まれている。
【００３３】
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　一対の突出フランジ部３２は、本体部３１から前記直交方向Ｙの外側に各別に突設され
ている。突出フランジ部３２は、本体部３１の前記直交方向Ｙの端部の全長にわたって形
成されている。突出フランジ部３２は、本体部３１の前記直交方向Ｙの端部のうち、前記
第１主壁部２１側の端部に連設されている。突出フランジ部３２は、前記対向方向Ｚを向
く板状に形成されている。突出フランジ部３２は、前記対向方向Ｚに弾性変形可能となっ
ている。突出フランジ部３２は、支持突部２６により前記第１主壁部２１側から支持され
ている。
【００３４】
　一対の連結フランジ部３３は、本体部３１から前記挿入方向Ｘの外側に各別に突設され
ている。連結フランジ部３３のうち、前記挿入方向Ｘの後側に位置するものは、前記指入
れ凹部２９を通して外部に露出している。連結フランジ部３３は、前記直交方向Ｙに延在
し、一対の本体部３１の前記挿入方向Ｘの各端部を連結している。連結フランジ部３３は
、前記対向方向Ｚを向く板状に形成されている。連結フランジ部３３は、前記対向方向Ｚ
に弾性変形可能となっている。
【００３５】
　なお連結フランジ部３３の表裏面は、突出フランジ部３２の表裏面と滑らかに連なって
いて、これらの連結フランジ部３３および突出フランジ部３２とは、本体部３１の外周面
に全周にわたって延在する環状フランジ部３５を構成している。この環状フランジ部３５
は、このカートリッジ体１１の外周縁部を構成し、前記突出フランジ部３２は、このカー
トリッジ体１１の前記直交方向Ｙの端部を構成し、前記連結フランジ部３３は、このカー
トリッジ体１１の前記挿入方向Ｘの端部を構成している。
【００３６】
　ここで図１および図３に示すように、前記ケース体１２内には、ガイド部３７が設けら
れている。ガイド部３７は、第２主壁部２２の内面に突設されている。ガイド部３７は、
前記直交方向Ｙに間隔をあけて一対配設されている。ガイド部３７は、前記本体部３１を
前記直交方向Ｙに挟み込んでいて、本体部３１は、ガイド部３７の前記挿入方向Ｘの内側
に配置されている。ガイド部３７は、前記挿入方向Ｘに延在し前記直交方向Ｙを向く板状
に形成されている。
【００３７】
　ガイド部３７の前端部には、突き当て部３８が連設されている。突き当て部３８は、第
２主壁部２２の内面に突設されている。突き当て部３８は、ガイド部３７の前端部に、前
記直交方向Ｙの内側から連結されている。突き当て部３８は、前記直交方向Ｙに間隔をあ
けて一対配置されている。突き当て部３８には、本体部３１が、この突き当て部３８に対
して前記挿入方向Ｘの後側から当接されている。
【００３８】
　そして本実施形態では、前記カートリッジ体１１には、前記被嵌合部２５に着脱可能に
嵌合された嵌合部３４が設けられている。嵌合部３４は、本体部３１に突設され被嵌合部
２５内に嵌合する突部とされている。嵌合部３４は、前記平面視において、前記直交方向
Ｙに長い矩形状に形成されている。
　また本実施形態では、カートリッジ体１１のうち、支持突部２６に対して前記挿入方向
Ｘの前側に位置する部分には、切り欠き部３６が形成されている。切り欠き部３６は、カ
ートリッジ体１１における前記直交方向Ｙの両側に一対形成されていて、図示の例では、
前記突出フランジ部３２に形成されている。切り欠き部３６は、前記挿入方向Ｘの前側お
よび前記第１主壁部２１側に向けて開口している。
【００３９】
　切り欠き部３６は、カートリッジ体１１の前端縁から、前記挿入方向Ｘの後側に向けて
延在している。切り欠き部３６は、カートリッジ体１１を前記対向方向Ｚに貫通していて
、さらに前記直交方向Ｙの外側に向けても開口している。切り欠き部３６は、前記平面視
において前記挿入方向Ｘに延在する矩形状に形成されている。切り欠き部３６は、カート
リッジ体１１のうち、前記嵌合部３４よりも前記挿入方向Ｘの前側に位置する前部を、前
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記嵌合部３４よりも前記挿入方向Ｘの後側に位置する後部よりも、前記直交方向Ｙに狭幅
に形成している。そして切り欠き部３６内には、前記規制部２８が配置されている。
【００４０】
　前記揮散容器１０では、カートリッジ体１１をケース体１２から取り外すときには、例
えば、ケース体１２の外部から嵌合部３４を前記第１主壁部２１側に押し込んで、被嵌合
部２５に対する嵌合部３４の嵌合を解除するとともに、カートリッジ体１１を挿入口２４
からケース体１２の外部に引き抜く。
【００４１】
　カートリッジ体１１をケース体１２内に収納するときには、カートリッジ体１１を挿入
口２４からケース体１２内に挿入する。このときカートリッジ体１１の前部に、図５に示
すような案内突部２７上を前記挿入方向Ｘに摺動させることで、カートリッジ体１１を前
記挿入方向Ｘに前進させながら、カートリッジ体１１の前部を前記対向方向Ｚに沿った第
２主壁部２２側に移動させる。このとき、規制部２８は切り欠き部３６内に位置していて
、カートリッジ体１１の前進は規制されていない。一方、カートリッジ体１１の本体部３
１は、前述の一対のガイド部３７の間に位置していて、カートリッジ体１１の前記直交方
向Ｙへの移動はガイド部３７により規制されている。
【００４２】
　そして、カートリッジ体１１の前部が案内突部２７の前端部に到達するときに、カート
リッジ体１１の後部を前記第２主壁部２２側に移動させる。
　このとき本実施形態では、カートリッジ体１１の前部に、案内突部２７上を前記挿入方
向Ｘに摺動させながら、カートリッジ体１１の後部の突出フランジ部３２に、支持突部２
６上を前記挿入方向Ｘに摺動させ、カートリッジ体１１の前部および後部をそれぞれ、案
内突部２７または支持突部２６により前記第２主壁部２２側に向けて移動させる。ここで
前記側面視において、支持突部２６の突端縁が第１主壁部２１に対してなす傾斜角度が、
案内突部２７の突端縁が第１主壁部２１に対してなす傾斜角度よりも大きいので、カート
リッジ体１１の後部の前記第２主壁部２２側への移動量が、前部の前記第２主壁部２２側
への移動量よりも大きくなる。したがってこのとき、カートリッジ体１１が前進するとと
もに、カートリッジ体１１の後部が、前部を中心として前記第２主壁部２２側に回動させ
られ、単にカートリッジ体１１を前進させることで、カートリッジ体１１の後部を前記第
２主壁部２２側に移動させることができる。
【００４３】
　なおこのとき本実施形態では、図７に示すように、嵌合部３４が、第２主壁部２２の内
面に前記第１主壁部２１側から係合することで、カートリッジ体１１の後部の前記第２主
壁部２２側への移動が規制されていて、突出フランジ部３２が前記対向方向Ｚに弾性変形
させられている。この状態から更にカートリッジ体１１を、例えば本体部３１が突き当て
部３８に当接するまで前進させ、嵌合部３４の第２主壁部２２の内面に対する係合を解除
すると、突出フランジ部３２の弾性復元力により、本体部３１が前記第２主壁部２２側に
付勢され、カートリッジ体１１の後部が、前部を中心として前記第２主壁部２２側に回動
する。その結果、カートリッジ体１１の嵌合部３４が前記第１主壁部２１側から被嵌合部
２５に嵌合されるとともに、突出フランジ部３２が前記第１主壁部２１側から支持され、
カートリッジ体１１がケース体１２内に収納される。
【００４４】
　ケース体１２内に収納されたカートリッジ体１１は、案内突部２７および支持突部２６
により前記第１主壁部２１側から支持されていて、カートリッジ体１１のうち、嵌合部３
４を前記挿入方向Ｘに挟む前部および後部の両方が支持されている。したがって、例えば
カートリッジ体１１の前部や後部が前記対向方向Ｚにがたつくこと等が抑えられて、嵌合
部３４の被嵌合部２５への嵌合が維持され易くなり、カートリッジ体１１がケース体１２
から不用意に抜け出ることが抑制される。
【００４５】
　なお本実施形態では、図８に示すように、前記挿入方向Ｘに反転させられたカートリッ
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ジ体１１を挿入口２４から挿入すると、カートリッジ体１１の突出フランジ部３２がケー
ス体１２内の規制部２８に突き当たり、カートリッジ体１１の更なる前進が規制されるこ
ととなり、誤操作が防止されている。
【００４６】
　以上説明したように、本実施形態に係る揮散容器１０によれば、カートリッジ体１１を
挿入口２４からケース体１２内に挿入し、カートリッジ体１１の前部に案内突部２７上を
前記挿入方向Ｘに摺動させることで、カートリッジ体１１をケース体１２内に収納するこ
とができるので、カートリッジ体１１をケース体１２に容易に装着させることが可能にな
り、操作性を向上させることができる。
【００４７】
　また、カートリッジ体１１の前部が案内突部２７の前端部に到達するときに、単にカー
トリッジ体１１を前進させることで、カートリッジ体１１の後部を前記第２主壁部２２側
に移動させることができるので、カートリッジ体１１をケース体１２に一層容易に装着さ
せることができる。
【００４８】
　またカートリッジ体１１のうち、支持突部２６に対して前記挿入方向Ｘの前側に位置す
る部分に前記切り欠き部３６が形成されているので、カートリッジ体１１の前部に案内突
部２７上を摺動させるときに、支持突部２６を切り欠き部３６内に位置させ、支持突部２
６とカートリッジ体１１とが当接するのを防ぐことができる。これにより、カートリッジ
体１１の前部に案内突部２７上を円滑に摺動させることが可能になり、操作性を一層向上
させることができる。
【００４９】
　また、ケース体１２内に前記規制部２８が設けられているので、前記挿入方向Ｘに反転
させられたカートリッジ体１１を挿入口２４から挿入するという誤操作を防止することが
可能になり、使い勝手を向上させることができる。
【００５０】
　また、被嵌合部２５が貫通孔とされ、嵌合部３４が突部とされているので、カートリッ
ジ体１１をケース体１２から取り外すときに、ケース体１２の外部から嵌合部３４を前記
第１主壁部２１側に押し込むことができる。これにより、被嵌合部２５に対する嵌合部３
４の嵌合を容易に解除することが可能になり、カートリッジ体１１をケース体１２から円
滑に取り外すことができる。
【００５１】
　また、ケース体１２内に前記ガイド部３７が設けられているので、カートリッジ体１１
にケース体１２内を前記挿入方向Ｘに移動させるときに、このカートリッジ体１１が前記
直交方向Ｙにがたつくのを抑制することが可能になり、操作性を一層向上させることがで
きる。
【００５２】
　なお、本発明の技術的範囲は前記実施形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨を
逸脱しない範囲において種々の変更を加えることが可能である。
　例えば図９および図１０に示す変形例のように揮散容器４０を構成してもよい。この揮
散容器４０では、案内突部２７の前端部は、カートリッジ体１１のうち、突出フランジ部
３２を支持している。また切り欠き部３６は、前記平面視において、角部が曲線状に面取
りされた矩形状に形成されている。
【００５３】
　また前記実施形態では、ガイド部３７は、第２主壁部２２に設けられているものとした
が、これに限られず、例えば第１主壁部に設けられていてもよい。この場合、ガイド部が
突出フランジ部を前記直交方向に挟み込むように一対配置されていてもよい。
　また、前記実施形態では、規制部２８は、第１主壁部２１に設けられているものとした
が、これに限られず、例えば第２主壁部に設けられていてもよい。
　さらに、ガイド部３７および規制部２８はなくてもよい。
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　また前記実施形態では、支持突部２６の第１主壁部２１からの突出量が、前記挿入方向
Ｘの後側から前側に向かうに従い漸次大きくなっているものとしたが、これに限られない
。例えば、支持突部の突出量が、前記挿入方向の位置によらず同等であってもよい。この
場合、カートリッジ体の前部が案内突部の前端部に到達するときに、例えば指等により、
カートリッジ体の後部を前記第２主壁部側に持ち上げることで移動させてもよい。
【００５５】
　また前記実施形態では、被嵌合部２５が貫通孔とされ、嵌合部３４が突部とされている
ものとしたが、これに限られない。例えば、被嵌合部が、前記対向方向に沿った外側に向
けて凹み窪みつつ前記対向方向の外側に向けて非開口の窪みに形成されていてもよい。ま
た被嵌合部が、第２主壁部の内面から前記第１主壁部側に向けて突出する突部とされ、嵌
合部が、本体部に凹設され被嵌合部に外嵌する凹部に形成されていてもよい。
【００５６】
　また前記実施形態では、案内突部２７の前端部が、被嵌合部２５よりも前記挿入方向Ｘ
の前側に位置し、案内突部２７の後端部が、被嵌合部２５よりも前記挿入方向Ｘの後側に
位置しているものとしたが、これに限られず、案内突部２７のうち、少なくとも前端部が
、被嵌合部よりも前記挿入方向の前側に位置する他の構成に適宜変更してもよい。例えば
、案内突部の全体が、被嵌合部よりも前記挿入方向の前側に位置していてもよい。
【００５７】
　また前記実施形態では、一対のケース形成体１２Ａが、前記対向方向Ｚに実質的に離脱
不能に組み合わされているものとしたが、離脱可能に組み合わされていてもよく、互いに
着脱可能に組み合わされていてもよい。この場合、カートリッジ体をケース体から取り外
すに際し、ケース体を前記対向方向に２つのケース形成体に分割してカートリッジ体を取
り外した後、両ケース形成体を改めて組み合わせてもよい。
【００５８】
　その他、本発明の趣旨に逸脱しない範囲で、前記実施形態における構成要素を周知の構
成要素に置き換えることは適宜可能であり、また、前記した変形例を適宜組み合わせても
よい。
【符号の説明】
【００５９】
１０、４０　揮散容器
１１　カートリッジ体
１２　ケース体
２１　第１主壁部
２２　第２主壁部
２３　周壁部
２４　挿入口
２５　被嵌合部
２６　支持突部
２７　案内突部
２８　規制部
３１　本体部
３２　突出フランジ部
３４　嵌合部
３６　切り欠き部
３７　ガイド部
Ｘ　挿入方向
Ｙ　直交方向
Ｚ　対向方向
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